
令和８年度 
 
 

国東市下水道事業特別会計補正予算書 
 
 

（９月議会） 
 

第 １ 号 



議案第　６２　号

（総　則）

第１条　令和８年度国東市下水道事業特別会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

第２条　令和８年度国東市下水道事業特別会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

収 入

　第１款　下水道事業収益 千円 千円 千円

　　第１項　営業収益 千円 千円 千円

　　第２項　営業外収益 千円 千円 千円

　　第３項　特別利益 千円 千円 千円

支 出

　第１款　下水道事業費用 千円 千円 千円

　　第１項　営業費用 千円 千円 千円

　　第２項　営業外費用 千円 千円 千円

　　第３項　特別損失 千円 千円 千円

　　第４項　予備費 千円 千円 千円

３

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

△１,６７２

０

△１,６７２

０

９６０,９１７

２３８,１３４

７２２,７８０

９６０,９１７

９１３,５７７

３５,２４０

令和８年度　国東市下水道事業特別会計補正予算（第１号）

９６２,５８９

２３８,１３４

７２４,４５２

３

１,１００

１１,００００

９６２,５８９

９１５,２４９

３５,２４０

１,１００

１１,０００

△１,６７２

△１,６７２

０

０
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（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中を「（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３９，１２４千円は、過年度分損益勘定留保資金

　１１２，５０４千円、当年度分損益勘定留保資金１１１，０６４千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１５，５５６千円で

　補てんするものとする。）」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　　　（科　　　目）　　　　　　　　　　　（既決予定額）　　　　（補正予定額）　　　 　　　 　 （計）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款　資本的収入 千円 千円 千円

　　第１項　企業債 千円 千円 千円

　　第２項　補助金 千円 千円 千円

　　第３項　負担金等 千円 千円 千円

　　第４項　出資金 千円 千円 千円

　　第７項　基金繰入金 千円 千円 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　資本的支出 千円 千円 千円

　　第１項　建設改良費 千円 千円 千円

　　第２項　企業債償還金 千円 千円 千円

　　第４項　基金積立金 千円 千円 千円

　　第６項　予備費 千円 千円 千円

２８５,８１３

２９９,１００

３,０００

３,５２７ ０

３５０,０９７

１,３０８ ９０６ ２,２１４

２８５,８１３

２９９,１００

３,０００

３５１,００３

１１７,８００

１１１,０１０

１１８,６６３

３

１１７,８００

１１１,０１０

１１７,７５７

３

９０６

０

０

０

５８９,２２１ ５９０,１２７

３,５２７

９０６

０

０

９０６

０
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第４条　予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。

　⑴　職員給与費 千円 千円 千円

（他会計からの補助金）

第５条　予算第９条中「１２８，５６３千円」を「１２６,５１０千円」に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年　９月　２日　　提　　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国東市長　　松　井　督　治

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

７６,８８３ △３,０７７ ７３,８０６

　　　　　（科　　　目）　　　　　　　　　　　（既決予定額）　　　　（補正予定額）　　　 　　　　  （計）
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予算に関する説明書

１ 令和８年度　国東市下水道事業特別会計補正予算実施計画 ・・・・・・・・・・・・・・ ４ 頁

２ 令和８年度　国東市下水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・・ ６ 頁

３ 給与費明細書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 頁

４ 令和８年度　国東市下水道事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 頁

５ 注記 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 頁



(単位：千円)
既決予定額 補正予定額 計 備　考

1 下水道事業収益 962,589 △ 1,672 960,917

1 営業収益 238,134 0 238,134

1 下水道使用料 238,100 0 238,100

3 その他の営業収益 34 0 34
2 営業外収益 724,452 △ 1,672 722,780

1 受取利息及び配当金 1,308 0 1,308
2 他会計補助金 128,563 △ 2,053 126,510
5 他会計負担金 311,533 381 311,914
6 消費税及び地方消費税還付金 3 0 3
7 長期前受金戻入 282,982 0 282,982
9 雑収益 63 0 63

3 特別利益 3 0 3
2 過年度損益修正益 3 0 3

(単位：千円)
既決予定額 補正予定額 計 備　考

1 下水道事業費用 962,589 △ 1,672 960,917

1 営業費用 915,249 △ 1,672 913,577

1 管渠費 101,339 △ 1,827 99,512

2 処理場費 93,968 0 93,968

3 総係費 65,449 △ 1,250 64,199

4 船団事業費 132,273 1,405 133,678

5 減価償却費 521,793 0 521,793

6 資産減耗費 424 0 424

7 その他営業費用 3 0 3
2 営業外費用 35,240 0 35,240

1 支払利息及び企業債取扱諸費 27,230 0 27,230
2 消費税及び地方消費税 8,010 0 8,010

3 特別損失 1,100 0 1,100
4 過年度損益修正損 1,100 0 1,100

4 予備費 11,000 0 11,000
1 予備費 11,000 0 11,000

令和８年度　国東市下水道事業特別会計補正予算実施計画
収益的収入及び支出
収　　　入

款 項 目

支 出

款 項 目
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(単位：千円)
既決予定額 補正予定額 計 備　考

1 資本的収入 350,097 906 351,003
1 企業債 117,800 0 117,800

1 建設改良費等の財源に充てる 117,800 0 117,800
ための企業債

2 補助金 111,010 0 111,010
1 国県補助金 111,010 0 111,010

3 負担金等 3,527 0 3,527

1 受益者負担金 300 0 300

2 分担金 2,901 0 2,901

3 下水道船団事業負担金 326 0 326
4 出資金 117,757 906 118,663

1 他会計出資金 117,757 906 118,663
7 基金繰入金 3 0 3

1 基金繰入金 3 0 3

(単位：千円)
既決予定額 補正予定額 計 備　考

1 資本的支出 589,221 906 590,127

1 建設改良費 285,813 0 285,813

1 管路建設改良費 109,800 0 109,800

2 処理場建設改良費 174,500 0 174,500

3 固定資産購入費 1,513 0 1,513

2 企業債償還金 299,100 0 299,100

1 企業債償還金 299,100 0 299,100

4 基金積立金 1,308 906 2,214

1 基金積立金 1,308 906 2,214

6 予備費 3,000 0 3,000

1 予備費 3,000 0 3,000

収　　　入
資本的収入及び支出

款 項 目

支　　　出

款 項 目
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(単位：千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 9,398

減価償却費 521,793

固定資産除却費 424

賞与引当金の増減額（△は減少） 597

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 117

貸倒引当金の増減額（△は減少） 590

長期前受金戻入額 △ 282,982

受取利息及び受取配当金 △ 1,308

支払利息 27,230

未収金の増減額（△は増加） 34,838

特定収入額仮払消費税 △ 10,412

未払金の増減額（△は減少） △ 5,660

小計 294,625

利息及び配当金の受取額 1,308

利息の支払額 △ 27,230

業務活動によるキャッシュ・フロー 268,703

令和８年度　国東市下水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書　(間接法)

(令和8年4月1日から令和9年3月31日まで)
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(単位：千円)

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 259,845

国県補助金等による収入 111,010

負担金による収入 3,527

基金の積立による支出 △ 2,214

基金の取り崩しによる収入 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 147,519

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 117,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 299,100

他会計からの出資による収入 118,663

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 62,637

資金増加額（又は減少額） 58,547

資金期首残高 219,704

資金期末残高 278,251
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１　総括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

10
(1)
10
(1)

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、短時間勤務職員について外書

区 分
扶養手当

(千円)
住居手当

(千円)
通勤手当

(千円)
 時間外勤務
 手当 (千円)

児童手当
(千円)

管理職手当
(千円)

期末勤勉手当
(千円)

宿日直手当
(千円)

管理職員特別
勤務手当(千円)

特殊勤務手当
(千円)

補正後 300 684 991 4,010 145 770 15,390 20 34
補正前 753 891 822 4,010 450 770 16,226 20 34

比　較 △ 453 △ 207 169 △ 305 △ 836

区 分
休日勤務手当

(千円)
夜間勤務手当

(千円)
単身赴任手当

(千円)
地域手当

(千円)
補正後
補正前

比　較

ア 会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

10

10

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、再任用短時間勤務職員について外書

区 分
扶養手当

(千円)
住居手当

(千円)
通勤手当

(千円)
 時間外勤務
 手当 (千円)

児童手当
(千円)

管理職手当
(千円)

期末勤勉手当
(千円)

宿日直手当
(千円)

管理職員特別
勤務手当(千円)

特殊勤務手当
(千円)

補正後 300 684 991 4,010 145 770 14,408 20 34
補正前 753 891 822 4,010 450 770 15,244 20 34

比　較 △ 453 △ 207 169 △ 305 △ 836

区 分
休日勤務手当

(千円)
夜間勤務手当

(千円)
単身赴任手当

(千円)
地域手当

(千円)
補正後
補正前

比　較

給　与　費　明　細　書

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円) (千円)

73,806

補正前 2,722 33,540 23,976 60,238 16,645 76,883

補正後 2,722 32,515 22,344 57,581 16,225

(千円)

補正後 350 32,515 21,362 54,227 15,676 69,903

△ 3,077

手当の
内　訳

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円)

比　較 △ 1,025 △ 1,632 △ 2,657 △ 420

72,980

比　較 △ 1,025 △ 1,632 △ 2,657 △ 420 △ 3,077

補正前 350 33,540 22,994 56,884 16,096

手当の
内　訳
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イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

(1)

(1)

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に

比し短い職員について外書

区 分
扶養手当

　　　(千円)
住居手当

　　　(千円)
通勤手当

　　　(千円)
 時間外勤務
 手当 (千円)

児童手当
　　　(千円)

管理職手当
　　　(千円)

期末勤勉手当
　　　(千円)

宿日直手当
　　　(千円)

管理職員特別
勤務手当(千円)

特殊勤務手当
　　　(千円)

補正後 982
補正前 982

比　較

区 分
休日勤務手当
　　　(千円)

夜間勤務手当
　　　(千円)

単身赴任手当
　　　(千円)

地域手当
　　　(千円)

補正後
補正前

比　較

２　給料及び手当の増減額の明細

△ 1,025

△ 1,632

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当り給与

　(2) 初任給

高　校　卒

大　学　卒

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円) (千円)

3,903

補正前 2,372 982 3,354 549 3,903

補正後 2,372 982 3,354 549

手当の
内　訳

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　明 備　考
(千円) (千円)

比　較

手　当 △ 1,632
制度改正に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分 異動等△1,632

給　料 △ 1,025
給与改定に伴う増減分
昇 給 に 伴 う 増 加 分
そ の 他 の 増 減 分 異動等△1,025

区　分 一般事務職 技能労務職

令和8年4月1日現在
　平均給料月額　(円) 330,460
  平均給与月額　(円) 371,256
  平 均 年 齢   (歳) 44.4

令和8年1月1日現在

  平均給料月額　(円) 348,040
  平均給与月額　(円) 382,894

  平 均 年 齢   (歳) 45.0

区　分 一般事務職(円) 技能労務職(円)
一般会計の制度

一般行政職(円) 技能労務職(円)
208,400 208,400 208,400 208,400

238,700 238,700
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　(3) 級別職員数        

級 級
７  級 1 10.0
６  級 ６  級
５  級 4 40.0 ５  級
４  級 1 10.0 ４  級
３  級 1 10.0 ３  級
２  級 2 20.0 ２  級
１  級 1 10.0 １  級
計 10 100.0 計

７  級 1 11.1
６  級 ６  級
５  級 4 44.4 ５  級
４  級 ４  級
３  級 1 11.1 ３  級
２  級 3 33.4 ２  級
１  級 １  級

計 9 100.0 計
(　　)内は、再任用短時間勤務職員で外数

　(級別の基準となる職務)
区　分 職務の級

１ 級
２ 級
３ 級
４ 級
５ 級
６ 級
７ 級

　(4) 昇給

区　分
一般事務職 技能労務職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

主幹の職務
課長、参事、課長補佐又は主任主幹の職務
困難な業務を行う課長又は参事の職務

区　分 合　計 一般事務職 技能労務職

令和８年４月１日現在

令和８年１月１日現在

職　務

一般事務職

主事の職務
主任の職務
主査の職務
副主幹又は係長の職務

４号給(人) 7 7
６号給(人)

２号給(人)
３号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 70.0 70.0

補正前

職　　員　　数　(Ａ)(人) 10 10
昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

補正後

職　　員　　数　(Ａ)(人) 10 10
昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 7 7

号給数別内訳

6 6

号給数別内訳

２号給(人)
３号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 60.0 60.0

４号給(人) 6 6
６号給(人)
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　(5) 特殊勤務手当       

　(6) 期末手当・勤勉手当

(　)内は、再任用職員の標準的な支給率

　(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
退職時
特別昇給

備  考

支給率等 無 R8.4.1現在

一般会計の制度
(支給率等)

同　上 同　上

　(8) その他の手当

区  分 全職種 一般事務職 技能労務職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区  分
支給期別支給率 支給率計

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 令 和 8 年 4 月 1 日 現 在 )

支給対象職員１人当たり平均支給月額(円)

(1.225) (1.225) (2.450)

補正前
2.325 2.325 4.650

職制上の段階、職務の級等による加算措置 備  考
６月(月分) １２月(月分) (月分)

補正後
2.325 2.325 4.650

有

(1.225) (2.450)

２０年勤続の者(月分) ２５年勤続の者(月分) ３５年勤続の者(月分) 最高限度(月分)

有
(1.225) (1.225) (2.450)

一般会計の制度
2.325 2.325 4.650

有
(1.225)

同　上 同　上 同　上 同　上 同　上

区　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

そ の 他 の加算措置等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職者特例措置

(２～４５％加算)

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同

地　域　手　当 同
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(単位：千円)

１
(1)

イ 625,339
ロ 473,107

△ 112,380 360,727
ハ 13,696,181

△ 2,971,381 10,724,800
ニ 1,396,304

△ 731,233 665,071
ホ 5,416

△ 5,145 271
ヘ 4,419

△ 3,424 995
ト 460,934

12,838,137
(2)

イ 5,472
5,472

(3)
イ 12,211
ロ 260,000

272,211
13,115,820

２
(1) 278,251
(2) 41,606

△ 864 40,742
318,993

13,434,813

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額

令和８年度　国東市下水道事業特別会計予定貸借対照表
(令和9年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 運 用 委 託 金
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金

基 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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(単位：千円)

３
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,247,926
1,247,926

1,247,926

４
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 275,794
275,794

(2) 34,892
(3)

イ 4,249
ロ 839

5,088
(4) 84,220

399,994

５
(1) 8,520,093
(2) △ 2,130,516

6,389,577
8,037,497

未 払 金

預 り 金

引 当 金

負　債　の　部

固 定 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計
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(単位：千円)

６ 5,038,445

７
(1)

イ 312,669
ロ 36,804

349,473
(2)

イ 9,398
9,398

358,871
5,397,316

13,434,813

剰 余 金

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

当年度未処理欠損金
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

令和２年度より、地方公営企業会計基準を適用（農業集落排水事業は令和６年度より適用）して、財務諸表等を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　　建物 ２～５０年

　　構築物 ２～５０年

　　機械及び装置 ２～２０年

　　車両運搬具 ２～　７年

　　工具、器具及び備品　２～１０年

(2) 重要なリース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている｡

２ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

下水道事業特別会計は、大分県退職手当組合に対し毎事業年度一定の負担金のみを負担している。積立金の不足等による

追加的な費用負担が発生した場合は、一般会計が全額負担することとしたため退職給付引当金は計上していない。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。
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(3) 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

(4) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、見込額を計上している。

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は１２０，２３３千円である。

Ⅲ セグメント情報の開示

１ 報告セグメントの概要

国東市下水道事業特別会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、

各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業の

３つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事　業　区　分 事　業　の　内　容

公 共 下 水 道 事 業 　市街地等における、汚水等を処理する業務

農 業 集 落 排 水 事 業 　農業集落における、汚水等を処理する業務

特定環境保全公共下水道事業 　市街地以外における、汚水等を処理する業務
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２ 報告セグメントごとの営業収益等

令和８年度（令和８年４月１日～令和９年３月３１日）

（単位：千円）

3

1,001

13,434,813

8,037,497

509,967

521,793

合計

216,491

885,853

△ 669,362

10,396

項　目 公共下水道事業
特定環境保全
公共下水道事業

農業集落排水事業

　営業収益 61,102 153,478 1,911

　営業費用 247,093 599,010 39,750

　営業損益 △ 185,991 △ 445,532 △ 37,839

　経常損益 3,549 5,908 939

　セグメント資産 3,883,286 8,910,805 640,722

　セグメント負債 2,248,300 5,385,202 403,995

　その他の項目

　　　他会計繰入金 137,910 331,880 40,177

　　　減価償却費 158,716 341,926 21,151

　　　特別利益 1 1 1

　　　特別損失 455 455 91
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